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１．件名 

令和８年度 換気空調用蒸気供給設備定期点検作業 

 

２．目的及び概要 

日本原子力研究開発機構（以下、「機構」と称す。）大洗原子力工学研究所 ＨＴＴＲ施設

に設置されている蒸気供給設備は、ボイラー設備で製造された蒸気を原子炉建家内に取り入

れて空調設備を介し暖房用として各部屋に供給する。また、冷却塔プールの冬季温度補償と

して蒸気を供給する。当該設備のポンプ・水槽・計器・各種弁類の機能維持のために点検整

備を行い、円滑な運転を図ることを目的とする。 

 

３．作業実施場所 

日本原子力研究開発機構 大洗原子力工学研究所 

ＨＴＴＲ原子炉建家、機械棟、冷却塔、共同溝 

 

４．作業期間 

作業期間は、令和 8 年 10 月から 11月頃を予定しているが、詳細は別途協議の上決定する。 

 

５．納期 

令和９年１月２２日 

 

６．作業内容 

6.1 対象設備・装置等 

（１）真空給水暖房ポンプ（1780P5、1780P6：２台） 

（２）低圧還水槽、中圧還水槽（２台） 

（３）蒸気ヘッダー（1780HED1：１基） 

（４）蒸気トラップ（１５台） 

（５）蒸気ストレーナー（１４個） 

（６）ユニットヒーター装置（2640H1A、2640H1B、2640H2：３台） 

（７）送油・返油ポンプ（３台） 

（８）還水ポンプ（１台） 

（９）減圧弁（２個） 

（１０）H-501 室主蒸気ライン安全弁（1780VR2：１個）、機械棟主蒸気ライン安全弁（SL-

37-40A：１個）、機械棟ユニットヒーターライン安全弁（SL-37-32A：１個） 

（１１）二方弁（３個） 

（１２）真空破壊弁（１個） 

（１３）感震装置（１台） 
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（１４）配管肉厚測定（５４箇所） 

（１５）冷却塔屋外の蒸気配管、計器類（フレキシブル配管 1 本、圧力計１個、コック３

個、サイフォン管３本） 

（１６）オイルサービスタンク（１台） 

（１７）緊急遮断弁（１個） 

（１８）ドレンバルブ（２個） 

（１９）系統全体 

 

6.2 作業内容 

（１）真空給水暖房ポンプ（1780P5、1780P6：２台） 

（外観検査、絶縁抵抗測定、作動検査、漏えい検査、警報試験） 

①凝縮水槽内部タンク室の清掃を行うこと。 

②制御盤内の清掃、端子の増し締めを行うこと。また、ポンプの電動機について印加電

圧 500V 絶縁抵抗計にて、絶縁抵抗測定を実施し１ＭΩ以上であることを確認するこ

と。 

③逆止弁を分解し、清掃を行うこと。 

④フロートスイッチの清掃を実施し、動作確認を行うこと。 

⑤真空給水暖房ポンプを起動し、異音、異常な振動がなく円滑に作動することを確認す

ること。また、既定の水位でポンプが起動・停止することを確認すること。 

（1780P5：凝縮水槽底部より 190mm 以上で起動、90mm 以下で停止） 

（1780P6：凝縮水槽底部より 310mm 以上で起動、155mm 以下で停止） 

⑥目視にて、真空給水暖房ポンプの各接続部より漏えいのないことを確認すること。 

⑦制御盤の元電源投入後、制御盤の表示灯が点灯することを確認すること。また、真空

ポンプ故障を模擬で発信させ中央制御室で警報の発報を確認すること。 

 

（２）低圧還水槽、中圧還水槽（各 1 台） 

（警報試験、外観検査、漏えい検査、作動検査） 

①低圧還水槽及び中圧還水槽の槽内、防虫網を清掃すること。また、水槽内の塗装面に

剥離がある場合ケレンし、水槽内の温度計等を養生して全体を塗装すること。（下塗り

１回、仕上げ１回） 

②低圧還水槽の水位警報（水位高、水位低）の警報値を確認すること。また、補給水弁

の開閉動作を水位計にて確認し、水位計保護カバーにマーキングを実施すること。 

③中圧還水槽の水位警報（水位高）の警報値を確認すること。また、還水ポンプの発停

水位を水位計にて確認し、水位計保護カバーにマーキングを実施すること。 

④低圧還水槽、中圧還水槽に設置してある電極棒について清掃を実施し、電極棒の導通

を確認すること。 
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⑤低圧還水槽、中圧還水槽について、目視にて各接続部より漏えいのないことを確認す

ること。 

 

（３）蒸気ヘッダー（1780HED1：１基） 

（外観検査、漏えい検査） 

①蒸気通気後、漏えいのないことを確認すること。なお、バルブグランド部からの漏え

いが確認された場合は、蒸気通気を停止し十分冷却した後、増し締めを実施するこ

と。 

 

（４）蒸気トラップ（１５台） 

（分解点検、外観検査、漏えい検査） 

①共同溝内の蒸気トラップ（フリーフロート型）、機械棟内及び冷却塔屋外の蒸気トラッ

プ（バケット型）の分解清掃を実施すること。なお、パッキン（20A 蒸気用 バルカー

No.6502 相当品）については受注者で準備すること。また、取り外す前には必ずドレ

ン排出を実施すること。 

②分解点検を実施後、系統に蒸気トラップに取り付け、目視にて著しい変形、有害な損

傷がないこと、及び据付状態が適正であることを確認すること。 

③蒸気通気後、目視にて漏えいのないことを確認すること。 

【対象箇所】 

・フリーフロート型：共同溝内（５台） 

・バケット型：機械棟内（６台）冷却塔屋外（２台）H-501（２台） 

 

（５）蒸気ストレーナー（１４個） 

（分解点検、外観検査、漏えい検査） 

①分解点検を実施後、系統に蒸気ストレーナーを取り付け、目視にて著しい変形、有害

な損傷・腐食及び異物混入等がなく据付状態が適正であることを確認すること。 

②蒸気通気後、目視にて漏えいのないことを確認すること。 

【対象箇所】 

・共同溝蒸気ドレンライン（６個） 

・蒸気ヘッダー（１個） 

・ユニットヒーターライン（３個） 

・低圧還水槽流入ライン（２個） 

・冷却塔屋外補機冷Ａ、Ｂ系統ライン（２個） 

 

（６）ユニットヒーター装置（2640H1A、2640H1B、2640H2：３台） 

（外観検査、作動検査、漏えい検査、絶縁抵抗測定） 
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①絶縁抵抗測定を印加電圧 500V で実施し１ＭΩ以上であることを確認すること。 

②目視にて著しい変形、有害な損傷がないことを確認すること。 

③蒸気通気後、ユニットヒーターを運転し本体及び配管取り合い部から蒸気漏えいのな

いことを確認すること。 

 

（７）送油ポンプ・返油ポンプ（３台） 

（外観検査、作動検査、漏えい検査、絶縁抵抗測定） 

①ストレーナー清掃及びОリング、パッキン交換を実施すること。（全６台、屋外重油タ

ンク含む） 

②送油ポンプ、返油ポンプ電動機（全３台）の絶縁抵抗測定を印加電圧 500V で実施し１

ＭΩ以上であることを確認すること。 

③目視にて著しい変形、有害な損傷がなく据付状態が適正であることを確認すること。 

④各ポンプの試運転を実施し、異音や異常な振動、発熱がなく円滑に作動することを確

認すること。また、目視にて接続部より漏えいが無いことを確認すること。 

 

（８）還水ポンプ（1780P4）（１台） 

（絶縁抵抗測定、作動検査、外観検査） 

①環水ポンプ電動機の絶縁抵抗測定を印加電圧 500V で実施し１ＭΩ以上であることを確

認すること。 

②還水ポンプを起動し異音、異常な振動、発熱がなく円滑に作動することを確認するこ

と。また、目視にて接続部より漏えいの無いことを確認すること。 

 

（９）減圧弁（２個） 

（外観検査、作動検査、漏えい検査） 

①機械棟ユニットヒーターラインの上流側減圧弁を新規品に交換すること。その際、2

次側圧力は 0.2MPa（±0.05MPa 以内）に設定すること。 

②機械棟ユニットヒーターライン上流側減圧弁を新規品に交換する際、異物混入及び有

害な傷がなく、据付状態が適正であることを確認すること。 

③蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、原子炉建家（H-501 室）主蒸気ライン及び機械

棟ユニットヒーターライン下流側減圧弁の 2次側圧力が、0.03～0.07MPa の範囲内で

あることを負荷機器保護の観点で圧力計にて確認すること。 

④蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて配管及び接続部より漏えいがないこと

を確認すること。 

 

（１０）H-501 室主蒸気ライン安全弁（1780VR2：１個）、機械棟主蒸気ライン安全弁（SL-

37-40A：１個）、機械棟ユニットヒーターライン安全弁（SL-37-32A：１個） 
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（分解点検、外観検査、作動検査、漏えい検査） 

【1780VR2】 

①H-501 室の既設安全弁を取り外し、原子炉建家に梱包し保管すること。 

②予備安全弁（機構在庫品）を原子力機構担当者の立会いの下で分解点検・作動検査を

実施すること。 

③吹出し圧力が 0.34MPa であることを確認すること。 

④吹止まり圧力が 0.31MPa～0.34MPaの範囲内であることを確認すること。 

⑤弁座気密試験（窒素ガス使用）は、吹止まり後に実施し、漏れが規定値（気泡 40/分

以内）であることを確認すること。 

⑥蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有

害な傷がなく据付状態が適正であることを確認すること。 

 

【SL-37 40A】機械棟主蒸気ライン 

①既設安全弁を取り外し、新規品の安全弁を取り付けること。その際、吹き出し圧力を

0.49MPa に設定すること。 

②機械棟主蒸気ライン安全弁を新規品に交換する際、異物混入等がなく据付状態が適正

であることを確認すること。 

③蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有

害な傷がないことを確認すること。 

 

【SL-37 32A】機械棟ユニットヒーターライン 

①既設安全弁を取り外し、新規品の安全弁を取り付けること。その際、吹き出し圧力を

0.49MPa に設定すること。 

②機械棟ユニットヒーターライン安全弁を新規品に交換する際、異物混入等がなく据付

状態が適正であることを確認すること。 

③蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有

害な傷がないことを確認すること。 

 

（１１）二方弁（３個） 

（外観検査、作動検査、漏えい検査） 

①蒸気通気後、冷却塔二方弁に漏えいがなく円滑に作動することを確認すること。 

②蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有

害な傷や異音、異常な振動がないことを確認すること。 

 

（１２）真空破壊弁（１個） 

（外観検査、分解点検、作動検査） 
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①H-501 室の既設真空破壊弁を取り外し、原子炉建家に梱包し保管すること。 

②新規品の真空破壊弁（VD-1H）を取り付けること。 

③蒸気配管ライン全体に蒸気を通気後、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有

害な傷や異音がないことを確認すること。 

 

（１３）感震装置（１台） 

（外観検査、作動検査、警報試験） 

①機械棟ボイラーの起動後、感震装置を作動させ屋外オイルタンクに設置されている緊

急遮断弁が「閉」になること及びボイラーが停止することを確認すること。 

②ボイラー監視室及び中央制御室に警報が発報することを確認すること。 

 

（１４）配管肉厚測定（５４箇所） 

①超音波厚さ計で蒸気配管エルボ部、Ｔ部、レジューサー部の配管肉厚測定を実施する

こと。なお、詳細な測定箇所については別途指示する。 

・Ｈ－５０１室 高圧蒸気配管（減圧弁 VR に対して 1 次側）…9 か所 

・Ｈ－５０１室 低圧蒸気配管（減圧弁 VR に対して 2 次側）…20 か所 

・Ｈ－４１４室 中央制御室暖房用及び加湿用の蒸気配管…6 か所 

・冷却塔  補機冷却水Ａ及びＢ系統、一般冷却水系統の蒸気配管…9 か所 

・機械棟  原子炉建家・冷却塔ラインの蒸気配管…10か所 

 

（１５）冷却塔屋外の蒸気配管、計器類（フレキシブル配管１本、圧力計 1 台、サイフォン

管３本、コック３個） 

（外観検査、漏えい検査） 

①冷却塔屋外蒸気配管（補機冷却水Ａ系統）のフレキシブル配管（径：80A、長さ：750

ｍｍ）を新規品に交換すること。なお、交換の際、保温材を外した当該箇所の保温材

は新規に敷設すること。 

②冷却塔屋外蒸気配管（補機冷却水Ｂ系統）の圧力計（1台）と付随するコック（1 個）

及びサイフォン管（1 本）を新規品に交換すること。 

③冷却塔屋外蒸気配管（補機冷却水Ａ系統及び一般冷却水系統）の圧力計に付随するコ

ック（２個）及びサイフォン管（２本）を新規品に交換すること。 

④冷却塔屋外蒸気配管（補機冷却水Ａ、Ｂ系統及び一般冷却水系統）に蒸気を通気後、

計器指示値に異常がなく、目視にて接続部より漏えいがないこと、及び有害な傷や異

音、異常な振動がないことを確認すること。 
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（１６）オイルサービスタンク（１台） 

（外観検査、警報試験） 

①オイルサービスタンクの液位警報（液位高、液位低）の警報値を確認すること。ま

た、燃料補給ポンプの作動を液面計にて確認する。 

 

（１７）緊急遮断弁（１個） 

（外観検査、漏えい検査、作動検査） 

①目視にて著しい変形等が無く、接続部より漏えいのないことを確認すること。 

②感震装置の作動検査時に緊急遮断弁が「閉」になることを確認すること。 

 

（１８）ドレンバルブ（２個） 

（外観検査、漏えい検査、作動検査） 

①共同溝内の中圧還水槽戻りライン既設ドレンバルブ（SV-50）１台、冷却塔屋外蒸気配

管ライン上の補機冷却水Ｂ系統既設ドレンバルブ（V507）１台を新規品に交換するこ

と。 

②系統に蒸気を通気後、目視にて著しい変形等が無く、接続部より漏えいのないことを

確認すること。 

③ドレンバルブを「開」にし、正常にドレンが排出されることを確認すること。 

 

（１９）系統全体 

①蒸気通気後、蒸気ヘッダーから各空調機入口までの漏えい確認を実施すること。 

 

７．試験・検査 

次に示す試験検査を機構担当者立会いの下に実施し、異常の無いことを確認すること。 

（１）外観検査 

機器の著しい変形、有害な損傷・腐食及び異物混入等がなく据付状態が適正であること。 

対象：6.1(１)～(１３)、(１５)～（１８） 

 

（２）作動検査 

異音、異臭及び異常な振動が無く円滑に作動すること。 

対象：6.1(１)、(２)、(６)～(１３)、(１７) 、（１８） 

 

（３）漏えい検査 

蒸気を供給し、目視にて各接続部及び溶接個所に漏れがないこと。 

対象：6.1(１)～(７)、(９)～(１１)、（１５）、(１７)～（１９） 
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（４）警報試験 

模擬信号を発信させて、機械棟監視室、中央制御室に警報が発報すること。 

対象：6.1(１)、(２)、(１３)、(１６) 

 

（５）絶縁抵抗測定 

印加電圧 500V で実施し１ＭΩ以上であること。 

対象：6.1（１）、（６）～（８） 

 

８．業務に必要な資格 

（１）作業責任者等認定証 

（２）酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

（３）有機溶剤作業主任者 

（４）非破壊試験技術者資格証明書 超音波探傷試験レベル２ 

（５）特定化学物質作業主任者技能講習修了者 

（６）電気工事士又は低圧電気取扱業務特別教育修了者 

（７）保護具着用管理責任者 

 

９．支給及び受注者準備品 

（１）支給 

①電気、水（作業用） 

本作業に使用する電力、水の使用については無償とする。ただし、節電、節水に努める

とともに、使用については承諾を得ること。 

 

（２）受注者準備品 

①真空給水暖房ポンプ用パッキン（PZ-8D トンボ No.1120 相当品）・・・３枚 

②真空給水暖房ポンプ用パッキン（PZ-25D トンボ No.1120 相当品）・・ ３枚 

③蒸気トラップ用パッキン（バルカーNo.6502相当品）・・・・・・・・１５枚 

④オイルストレーナー用パッキン（㈱工技研 OS-40W 適合品）・ ・・・・６枚 

⑤オイルストレーナー用Оリング(㈱工技研 OS-40W 適合品)・・・・・・６本 

⑥減圧弁（㈱ベン RD30-GH 32A 相当品）・・・・・・・・・・・・・・・１台 

⑦真空破壊弁（㈱ベン 蒸気用 15mm セット圧-0.5ｋPa 相当品）・・・・ １個 

⑧安全弁（㈱ベン SL-37 32A 及び 40A 相当品）・・・・・・・・・・・・２個 

⑨フレキシブル配管（トーフレ㈱ 蒸気用 80A 750mm） ・・・・・・・・１本 

⑩冷却塔屋外用圧力計（G3/8×100）・・・・・・・・・・・・・・・・・１台 

⑪冷却塔屋外用コック（蒸気用 2MPa 径 G3/8）・・・・ ・・・・・・・・３個 

⑫冷却塔屋外用サイフォン管（蒸気用 2MPa 径 G3/8）・・・・・・・・・ ３本 
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⑬ドレンバルブ（蒸気用 10K-20A）・・・・・・・・・・・・ ・・・・・２個 

 

１０．提出書類 

受注者は、次に示す図書を定められた期限内に遅延なく機構担当者に提出すること。 

（１）作業着手に必要な書類 

№ 書類名 提出期限 部数 備考 

① 

委任先又は中小受託事業者等

の承認について（※中小受託

事業者を使用する場合のみ） 

契約後速やかに 1 部 機構指定様式 

② 工程表 契約後速やかに 1 部 要確認 

③ 作業安全組織・責任者届 作業開始 2週間前 1 部 機構指定様式 

④ 作業関係者名簿 作業開始 2週間前 1 部 機構指定様式 

⑤ 作業要領書（作業手順書含む） 作業開始 2週間前 2 部 要確認 

⑥ リスクアセスメントシート 作業開始 2週間前 1 部 機構指定様式 

⑦ 一般安全チェックリスト 作業開始 2週間前 1 部 機構指定様式 

⑧ 試験検査用計器の校正成績書 作業開始前 1 部  

⑨ KY 実施記録 作業開始前 1 部 機構指定様式 

 

（２）完成図書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 式 

（下記を全て含むものとし、図書 1 部及び CD-ROM1 部にて提出のこと） 

①作業報告書（１３．特記事項（８）参照） 

②試験検査結果 

③実績工程表 

④（1）⑤の完成版 

⑤写真集（１３．特記事項（９）参照） 

⑥作業日報 

 

（提出場所） 

日本原子力研究開発機構 大洗原子力工学研究所 

高温工学試験研究炉部 ＨＴＴＲ運転管理課 冷却機器第 2 チーム 

 

１１．検収条件 

本仕様書の「６．作業内容」「７．試験・検査」に定める事項の完了及び「１０．提出書

類」の完納をもって検収とする。 
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１２．適用法規・規定等 

本作業の実施にあたり、適用を受ける関係法令等を遵守し作業の円滑な進行を図ること。 

（１）労働安全衛生法 

（２）日本産業規格（JIS） 

（３）日本電機工業会規格（JEM） 

（４）電気学会電気規格調査会標準規格（JEC） 

（５）大洗原子力工学研究所（北地区）原子炉施設保安規定 

（６）大洗原子力工学研究所電気工作物保安規程 

（７）大洗原子力工学研究所保安管理部長通達安全管理仕様書 

（８）大洗原子力工学研究所原子炉施設等品質マネジメント計画書 

（９）ＨＴＴＲ品質保証管理要領書 

 

１３．特記事項 

（１）新規品、交換品には労働安全衛生法施行令で使用が禁止されている「石綿」を含有す

る製品は使用しないこと。 

（２）受注者は本作業に先立ち機構担当者と必要な打ち合わせを行い作業に着手すること。

また、技術員、作業員等に対して作業要領書の読み合わせ、安全の心得、遵守すべき

事項など必要な教育を実施し安全意識の向上を図ること。 

（３）本作業において、計画外作業は厳禁とする。 

（４）点検又は試運転のための機器等の運転・停止、電源の遮断・投入等の操作は機構側が

行う。 

（５）分解・組立・試験検査の各段階において、材料の選定・識別・保管・機器内部への異

物混入防止等の方法及び必要な対策を定めて適切に管理すること。 

（６）試験検査用計器については、国家標準まで辿れるトレーサビリティ体系に基づき、1

年以内に校正されたものを使用すること。 

（７）試験検査は JIS・JEM・JEC を適用し実施すること。 

（８）作業報告書には以下を記載すること。 

①交換した部品の名称、形式、数量を明記すること。 

②検査に使用した計器の名称、形式、計器校正の有効期限等を記載すること。 

③点検結果に対して、予防保全の観点からの総合的な検討・評価を行い、その内容を記

載すること。また、次回推奨する点検項目（交換部品）を記載すること。 

（９）以下に従い写真を撮影して報告書に添付すること。 

①一連の作業状況の写真 

②機構担当者が指示した写真 

③不具合が生じた場合の写真 

④部品交換前後の対象部位及び部品の比較写真 
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（１０）受注者は検収の日から１年間は文書の保管を検索し易いように整理して保管場所を

決め、常にその所在を明確にしておくこと。 

（１１）文書を変更した場合は、旧文書の誤用を防止するように適切に管理すること。 

（１２）作業期間中に発見された不具合のうち軽微なものについては本期間中に処置するこ

ととし、その他不具合事象については機構担当者と協議の上処置すること。 

（１３）作業前には当該機器についてアイソレーションの確認を確実に行い、当該作業にお

いて問題が生じないことを確認した後、作業を開始すること。 

（１４）作業で必要とする交換部品、工具等は指定がない限り全て受注者が準備すること。 

（１５）電気機器については、使用前点検を実施し健全性を確認したものを持ち込むこと。 

 

１４．グリーン購入法の推進 

（１）本契約においてグリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律）に該当する環境物品（事務用品、OA 機器等）が発生する場合は調達基準を満た

した物品を採用すること。 

（２）本仕様書に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の適用対象で

あるため基本方針に定める「紙類」基準を満たしたものであること。 

 

１５．現場責任者 

現場責任者は次の業務を行うこと。なお詳細については「大洗原子力工学研究所保安管理

部長通達安全管理仕様書」を参照のこと。 

（１）作業期間中は、作業現場に常駐すること。 

（２）作業場所の作業環境を作業計画時から終了まで常時把握すること。 

（３）やむを得ず作業現場を離れる場合は、作業責任者又は作業担当者に連絡し、現場分任

責任者を配置すること。また、その旨を作業員全員に周知するとともに連絡先を明確

にしておくこと。 

 

１６．品質保証 

（１）機構の「大洗原子力工学研究所原子炉施設等品質マネジメント計画書」及び「ＨＴＴ

Ｒ品質保証管理要領」を遵守して本仕様書に定められた作業を行うこと。 

（２）契約前又は契約後の業務実施前に、品質マネジメント計画書等の内容確認を必要とす

る場合は、ＨＴＴＲ運転管理課にて閲覧又は提供が可能である。 

 

１７．作業員の力量 

（１）受注者は機構の「作業責任者認定制度運用要領」に基づく作業責任者等教育修了者の

内から現場責任者を選任すること。なお、作業責任者教育の受講が必要な場合は、速

やかに機構担当者に受講申請を行うこと。 
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（２）資格を必要とする作業では有資格者が実施すること。また、免状等を携帯し提示を要

求された場合はそれに応じること。 

（３）受注者は、機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び信頼性

を社会的に求められていることを認識し、機構の規則を遵守し、安全に配慮し業務を

遂行しうる能力を有する者を従事させること。 

 

１８．機密保持 

（１）受注者はこの契約に関し知り得た機密を第三者に漏らしてはならない。ただし、受注

者が下請人を使用する場合は、その者に対して機密の保てる措置を講じて必要な範囲

で開示することができる。 

（２）受注者はこの契約の内容又は成果を発表し、公開し、又は他の目的に使用する際は、

予め書面により機構の承認を受けなければならない。 

 

１９．保証 

１年以内に本作業に起因する設備の不具合が発見された場合は、実施した交換作業対象範

囲内においては無償修理を行い、現状復旧に努めること。 

 

２０．協議 

本仕様書に記載なき事項あるいは記載されている事項について疑義が生じた場合は、別途

機構担当者と協議のうえ決定すること。 

 

２１．安全衛生管理・環境保全 

（１）安全衛生管理 

①「日本産業規格」、「労働安全衛生法」その他関係法令等によるほか、「大洗原子力工学

研究所保安管理部長通達安全管理仕様書」を遵守し、作業に伴う事故・災害防止に努

めること。 

②当該作業における作業の危険要因を低減するため、作業計画時にリスクアセスメント

を行い、その結果を機構担当者に提出すること。また、選任した現場責任者は、作業

着手前に作業を安全に実施するうえで必要とする点検項目を抽出させ、その対策等を

記載した機構が定める「一般安全チェックリスト」を機構担当者に提出すること。 

③現場責任者等は、当日の作業内容について機構担当者と打合せを行い作業前及び作業

毎に作業員全員で TBM/KY を実施してから作業に着手すること。 

④作業現場及び周辺区域において、火気（ガストーチ・溶接・溶断グラインダー・石油

暖房器具等）を使用する場合は、取扱いに十分注意するとともに、適切な消火設備、

不燃シート等を設けるなど、火災の防止措置を講ずること。使用する機器は事前に点

検を実施し、異常の無いことを確認するとともに、使用中も必要に応じて適宜点検を
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実施すること。 

⑤消防法危険物・有機溶剤及び塗料・特化物・スプレー類・潤滑油・燃料油・LPG 発火

源となるものと火気の同一場所における同時使用禁止すること。さらに発火源となり

うる静電気火花、配管表面ヒータ等の高温体及び電源盤の電気機器への留意、蒸発や

噴霧した溶剤等の滞留防止、滞留しやすい場所や発火源の周囲の回避、エリア等の換

気を行うこと。 

⑥全作業員の安全意識の向上に努めるとともに、安全作業の習慣化や作業規則の厳守等

に対する安全教育の徹底に努めること。 

⑦作業現場は作業表示を掲示し、整理整頓を励行し且つ清潔に保つこと。 

 

（２）環境保全 

①機構で実施している環境配慮管理規則に基づく環境配慮活動に協力すること。 

②本作業の実施にあたり、その作業内容を熟知して必要な環境保全対策を講じること。 

③作業の各段階において、騒音・振動・大気汚染・水質汚濁等の影響が生じないよう、

周辺環境の保全に努めること。 

④大洗原子力工学研究所構内に乗り入れる車両のアイドリングを禁止し、自動車排ガス

の低減に努めること。 

 

 

以上 


